
 

『令和６年度税制改正大綱（３） ストック・オプションの拡充』 
 

 大綱ではスタートアップ・エコシステムの抜本的強化が強調され、それを踏まえストック・オプションの要

件緩和が行われる。【権利行使額の限度額の引き上げ】人材獲得力向上のため、年間限度額（現行：１

２００万円）が引き上げられる。〇設立５年未満：上場・非上場問わず２，４００万円 〇設立５年以上２０年

未満：非上場会社、上場後５年未満の会社は３，６００万円。上場後５年以上の会社は据え置き。〇設立

２０年以上：上場・非上場問わず据え置き。【株式保管委託要件の緩和】譲渡制限株式に限り、株式保管

委託要件が不要となる。上場前のＭ＆Ａに際して権利行使が行われた場合等において、証券会社等

による株式の保管委託に代えて、発行会社自身による管理が可

能となる。【特定従事者への税制適格ストック・オプション付与要件

の緩和】認定新規中小企業者等において、ベンチャーキャピタル

等がその株式を最初に取得する際の要件（資本金５億円未満か

つ従業員数９００名以下）を廃止する。また社外高度人材に、「教授

及び准教授」等も追加されるほか、「３年以上の実務経験」との要

件を以下の通り見直す。〇上場企業の役員：「１年以上」に変更〇

国家資格、博士の学位を有する者、及び高度専門職の在留資格

をもって在留している者：要件を廃止 
 

『「踊り場」見込む企業４割超 今年の景気見通し調査で』 
 

 帝国データバンクは「２０２４年の景気見通しに対する企業の意識調査」結果を発表した。それによる

と、２４年の景気は「回復」局面と見込む企業が１２．８％で前回（２２年１１月）調査に比べ１．３ポイント増

加した。また、「踊り場」と見込む企業は４２．１％と２年ぶりに４割を超えた。一方、「悪化」局面を見込む企

業は、同５．０ポイント減の２０．３％だった。この調査は２３年１１月１６日か

ら３０日まで２万６９７２社を対象に実施、有効回答率は４２．３％。 

 ２４年の景気に悪影響を及ぼす懸念材料に関しては、「原油・素材価

格（の上昇）」が５９．０％（前回調査比１３．７ポイント減）で最も高かった。

次いで「人手不足」（４０．５％、同１４．４ポイント増）、「為替（円安）」（３７．

４％、同６．１ポイント減）、「物価上昇（インフレ）」（２６．７％、同６．６ポイ

ント減）が続いている。今後、景気回復するために必要な政策について

は、「人手不足の解消」が前回調査比１２．０ポイント増の４０．７％でトッ

プ。以下、「中小企業向け支援策の拡充」（３４．８％)、「原材料不足や価

格高騰への対策」（３４．６％）、「個人向け減税」（３３．１％）、「個人消費

の拡大策」（３２．４％）などが続く。 
              

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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